事業所指導課

調整グループ

平成22年度から泉州地域の事業所指導は泉州農と緑の総合事務所で実施している。

※産業廃棄物管理票交付状況報告の状況、産業廃棄物多量排出事業者制度による計画の届出及び実績の報告の状況、並びにPCB廃棄物の保管等の届出の状況以外は、泉州農と緑の総合事務所分（泉州地域）を除いて記載。

１　産業廃棄物の適正処理、減量化等に関する排出事業所指導（※　建設廃棄物を除く）

（1） 産業廃棄物処理施設の設置・変更許可等の状況

　　　排出事業者が自ら設置する産業廃棄物処理施設の設置・変更の許可等及びその事前指導を行うとともに、産業廃棄物処理施設の処理基準の遵守状況等について指導を行った。

	産業廃棄物処理

施設名
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	
	設置許可
	変更許可
	廃止
	定期検査
	設置許可
	変更許可
	廃止
	定期検査
	設置許可
	変更許可
	廃止
	定期検査

	汚泥の脱水施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	汚泥の乾燥施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	廃油の焼却施設
	
	
	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	廃プラスチック類の焼却施設
	
	
	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の産業

廃棄物焼却施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	計
	0
	0
	２
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


　根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（2）産業廃棄物保管届の状況(大阪府循環型社会形成推進条例に基づく届出数)

　　　排出事業者が自ら産業廃棄物を保管する届出を受理し、所要の指導を行った。
	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	産業廃棄物保管届(第17条第１項及び第18条)
	１
	２
	１


根拠法令等：大阪府循環型社会形成推進条例

（3）産業廃棄物管理票交付等状況報告の状況

　　　産業廃棄物を排出する事業所から提出された産業廃棄物管理票（マニフェスト）交付等状況報告書を審査し、産業廃棄物の適正処理の状況を確認した上で、必要な指導を行った。また、報告された情報を活用しやすくするため、当該報告内容の電子化を行った。

〔委　託〕 マニフェスト交付等状況報告書等電子化業務                          （千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	1,701
	1,701

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,066
	1,066

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	1,620
	1,620

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,027
	1,027

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	1,620
	1,620

	
	決算額
	0
	0
	0
	941
	941


産業廃棄物管理票交付等状況報告書の提出状況

	年　度
	報告事業所数
	報告された産業廃棄物管理票の交付枚数

	２７
	7,889(2,012)
	241,494(71,797)

	２８
	7,728(1,968)
	232,121(66,159)

	２９
	7,675(1,841)
	230,305(58,994)


(　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数
根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（4）産業廃棄物多量排出事業者制度による計画の届出及び実績の報告の状況

　　　多量排出事業者に対し、産業廃棄物の減量などに関する計画の作成及び計画の実施状況の報告並びに産業廃棄物の排出抑制及び適正処理などについて指導を行った。また、提出された報告書については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき縦覧に供した。

多量排出事業者制度に基づく届出及び報告の状況

	区　　　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	普通産業廃棄物

多量排出事業者
	計画書提出事業所
	104(37)
	92(35)
	94(32)

	
	実施状況報告書提出事業所
	97(40)
	97(37)
	92(35)

	特別管理産業廃棄物多量排出事業者
	計画書提出事業所
	88(45)
	94(44)
	94(45)

	
	実施状況報告書提出事業所
	91(42)
	91(45)
	94(44)


(　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数
根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（5）産業廃棄物排出事業所に対する立入検査等の状況

　　　産業廃棄物排出事業所及びPCB廃棄物保管事業所に対して立入検査等を行った。
ア　立入検査の状況　

	区　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	普通産業廃棄物多量排出事業所
	26
	16
	27

	特別管理産業廃棄物多量排出事業所
	14
	24
	13

	循環条例届出事業所
	０
	３
	２

	産業廃棄物処理施設設置事業所
	３
	３
	４

	フェニックス受入事業所
	４
	３
	４

	苦情に係る指導件数
	０
	１
	10

	その他
	11
	36
	84

	合計
	58
	86
	144


　※PCB関係事業所の立入検査状況については２－（２）参照。

イ　行政処分等の状況

	区　　　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	行政処分
	許可の取消し(第15条の３)
	0
	0
	0

	
	改善命令（第19条の３）
	0
	0
	0

	
	措置命令(第19条の５)
	0
	0
	0

	行政指導
	改善勧告
	0
	0
	0


〔委　託〕 廃棄物等の検査分析業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	2,615
	2,615

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,016
	2,016

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	2,270
	2,270

	
	決算額
	0
	0
	0
	2,132
	2,132

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	2,270
	2,270

	
	決算額
	0
	0
	0
	1,521
	1,521


根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律、大阪府循環型社会形成推進条例

（6）産業廃棄物排出事業者の団体等への指導の実施状況

産業廃棄物管理票交付等状況報告制度の周知、廃棄物の適正処理、減量化の推進及び条例に基づく産業廃棄物管理責任者の設置等を推進するため、排出事業者の団体等に対する説明会を実施した。

団体等への指導に係る説明会の開催状況

	年　度
	説明会開催回数
	出席者

	２７
	13回
	1,100人

	２８
	32回
	3,399人

	２９
	23回
	2,551人


　　根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律、大阪府循環型社会形成推進条例
（7）広域廃棄物受入監視事業

　　　大阪湾広域臨海環境整備事業（フェニックス事業）において、府域（府内6政令市を除く。)から排出され、大阪沖処分場等に搬入される汚泥等の廃棄物の受入れに際し、「広域処分場適正受入協議会」での審査並びに審査に必要な排出事業所の立入調査及び廃棄物の分析検査を行った。

	年　度
	受入協議会開催回数
	対象排出事業者数

	２７
	11
	６

	２８
	10
	４

	２９
	11
	３


根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

　　　　　　広域臨海環境整備センター法

（8）電子マニフェストの庁内利用の促進

　　　排出事業者の電子マニフェスト利用を促進するため、庁内においても一部の部署において電子マニフェストを導入した。

　　　　基本料（1年間）　　　25,920円

　　　　使用料　　　　　　　  33,770円（うち下水道室分の31,761円は所属替）

２　PCB廃棄物の適正保管及び適正処理に係る事業所指導等

（1）大阪府PCB廃棄物処理計画による処理の推進

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法に基づき平成16年３月に策定した「大阪府PCB廃棄物処理計画」（平成30年３月変更）によりPCB廃棄物の適正な処理を進めるため、広域処理を行う中間貯蔵・環境安全事業株式会社及び関係府県市との調整を図った。

（2）PCB廃棄物保管届等の状況　

PCB廃棄物の保管事業所から提出されたPCB廃棄物保管状況等届出書を審査し、PCB廃棄物の保管状況等を確認した上で、必要な指導を行った。また、実態調査やポスター等の活用により未届けのPCB廃棄物保管事業所の掘り起こしを行い、未届け事業所に対して届出の指導を行った。
なお、提出された届出書については縦覧に供した。

保管等の届出の状況

	年　　　　度
	届　出　件　数

	２７　（27.３.31現在の状況の届出）
	1,649(384)

	２８　（28.３.31現在の状況の届出）
	1,557(404)

	２９  （29.３.31現在の状況の届出）
	1,685(408)


(　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数

その他の届出の状況

	年　度
	保管事業場変更の届出件数
	譲渡し・譲受けの届出件数

	２７
	38
	１

	２８
	33
	０

	２９
	24
	０


　　立入検査の状況

	 年　度
	件数

	２７
	34

	２８
	41

	２９
	403


行政処分等の状況

	　　   　区　　　　　　　分
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	行政指導
	PCB廃棄物の適正管理の徹底について勧告
	０
	１
	６


根拠法令：　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法

　　　　　　　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（3）府保有PCB廃棄物の適正管理及び適正処理

府の各部署が保有するPCB廃棄物のうち、蛍光灯、コンデンサー、PCB汚染物について、府庁舎別館地下２階の倉庫に集約化を行い、適正な保管に努めるとともに、中間貯蔵・環境安全事業株式会社へ処分期間内（高濃度PCBは平成33年３月末まで）に処分を行うため、計画的に処分を行った。

また、「大阪府PCB廃棄物管理要領」、「大阪府PCB廃棄物適正保管の手引き」、「PCB廃棄物適正管理推進週間実施要綱」により、PCB廃棄物の適正処理及び適正保管を推進した。

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	143,075
	143,075

	
	決算額
	0
	0
	0
	142,786
	142,786

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	153,016
	153,016

	
	決算額
	0
	0
	0
	150,842
	150,842


３　環境行政指導業務支援情報システムの運営

効率的・効果的な事業所指導を推進するため、大気・水質・産業廃棄物の３事象に係る事業所のデータを一元管理する環境行政指導業務支援情報システムの円滑な運用に努めた。また、平成29年６月に水質汚濁防止法等に基づき設定された第８次総量規制基準に係るデータ更新やレイアウト変更を行うなど、システムの改造を行った。

〔委　託〕

・大阪府環境行政指導業務支援情報システム業務アプリケーション基本保守業務委託
　　　　ウィツ株式会社　　　　1,539,000円

・大阪府環境行政指導業務支援情報システム業務アプリケーション改造業務委託

　　　　ウィツ株式会社　　　　1,714,500円

〔賃　借〕

環境行政指導業務支援情報システム用サーバ機器等

　　　　　ＮＴＴファイナンス株式会社関西支店　　　2,056,752円

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	24,140
	24,140

	
	決算額
	0
	0
	0
	20,195
	20,195

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	6,096
	6,096

	
	決算額
	0
	0
	0
	8,767
	8,767

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	6,096
	6,096

	
	決算額
	0
	0
	0
	6,833
	6,833


４　公害防止事務費交付金

　　大阪版地方分権推進制度実施要綱に基づく事務移譲に伴う財源措置として、17市９町１村に交付金を交付した。

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	49,238
	49,238

	
	決算額
	0
	0
	0
	37,060
	37,060

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	50,920
	50,920

	
	決算額
	0
	0
	0
	41,205
	41,205

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	44,742
	44,742

	
	決算額
	0
	0
	0
	38,775
	38,775


根拠法令等： 大気汚染防止法、水質汚濁防止法、悪臭防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

　　　　　　 大阪府生活環境の保全等に関する条例、大阪版地方分権推進制度実施要綱

　　　　　　　　　瀬戸内海環境保全特別措置法

大気指導グループ

平成22年度から泉州地域の事業所指導は泉州農と緑の総合事務所で実施している。

※１（４）の行政測定に係る試料数以外は泉州農と緑の総合事務所分（泉州地域）を除いて記載。

１　大気汚染防止に係る事業所指導

大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくばい煙発生施設等に係る届出について、その内容を審査し、大気汚染防止対策等の指導を行った。

（1）大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設等に係る届出の状況

	区　　　　　分
	届出件数
	届出施設数

	ばい煙

発生施設
	第６条　　　　設置
	12
	15

	
	第７条　　　　経過措置（使用）
	１
	１

	
	第８条　　　　構造等変更
	１
	３

	
	第11条　　　 使用廃止
	19
	26

	
	第12条　　　 承継
	２
	４

	揮発性

有機化合物

排出施設
	第17条の４　 設置
	１
	２

	
	第17条の５　 経過措置（使用）
	０
	０

	
	第17条の６　 構造等変更
	０
	０

	
	第17条の12　使用廃止
	０
	０

	
	第17条の12　承継
	０
	０

	一般粉じん

発生施設
	第18条　　　 設置
	０
	０

	
	第18条の２　 経過措置（使用）
	０
	０

	
	第18条　　　 構造等変更
	０
	０

	
	第18条の13　使用廃止
	３
	13

	
	第18条の13　承継
	０
	０

	特定粉じん

発生施設
	第18条の６　 設置
	０
	０

	
	第18条の７　 経過措置（使用）
	０
	０

	
	第18条の６　 構造等変更
	０
	０

	
	第18条の13　使用廃止
	０
	０

	
	第18条の13　承継
	０
	０

	第11条、第17条の12、第18条の13　氏名等変更
	37
	－

	計
	76
	64

	第27条　経済産業大臣からの通知
	35
	－


注）特定粉じん排出等作業実施届出は除く。

（2）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設に係る届出の状況

	区　　　分
	届出件数
	届出施設数

	第12条　　設　　置
	０
	０

	第13条　　経過措置（使用）
	０
	０

	第14条　　構造等変更
	０
	０

	第18条　　氏名等変更
	４
	８

	第18条　　使用廃止
	１
	２

	第19条　　承　　継
	０
	０

	計
	５
	10


（3）大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づくばいじんに係る届出施設等に係る届出の状況

	区　　　分
	届出件数
	届出施設数

	第19条　　設置
	26
	44

	第20条　　設置（届出工場等）
	０
	０

	第21条　　経過措置（使用）
	３
	４

	第22条　　経過措置（使用）（届出工場等）
	０
	０

	第23条　　構造等変更
	６
	11

	第24条　　構造等変更（届出工場等）
	０
	０

	第30条　　氏名等変更
	30
	－

	第30条　　使用廃止
	28
	115

	第31条　　使用廃止（届出工場等）
	０
	０

	第34条　　承継
	１
	２

	第34条　　承継（届出工場等）
	０
	０

	計
	94
	176


注）石綿排出等作業実施届出、石綿濃度測定計画届出は除く。

（4）立入検査及び行政測定等の実施状況

　　  大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出等の内容及び規制基準遵守状況の確認のため、立入検査及び試料採取・分析を行い、これらの結果を踏まえ、事業者に対し、所要の指導を行った。(特定粉じんに係る排出等作業については別掲。）

　

〔委託〕排ガス中の水銀等採取業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	540
	540

	
	決算額
	0
	0
	0
	194
	194


〔委託〕大気汚染に係る検体のVOC分析業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	307
	307

	
	決算額
	0
	0
	0
	71
	71


〔委託〕ダイオキシン類発生源対策に係る排出ガスの採取等業務　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	746
	746

	
	決算額
	0
	0
	0
	534
	534

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	534
	534

	
	決算額
	0
	0
	0
	272
	272

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	534
	534

	
	決算額
	0
	0
	0
	523
	523


（立入検査の件数）

	
	件数

	工場・事業場に対する立入検査
	573


　　（行政測定に係る試料数）

	　区　　　　　　　分
	試　料　数

	原燃料
	硫黄分
	０

	
	塗料・インキ
	６(１)

	ばい煙
	硫黄酸化物
	０

	
	ばいじん
	０

	
	有害物質
	窒素酸化物
	２(１)

	
	
	ホルムアルデヒド
	０

	
	
	エチレンオキシド
	０

	揮発性有機化合物
	２(０)

	水　　　　　　　銀
	２(１)

	粉じん
	一般粉じん
	０

	
	特定粉じん
	０

	ダイオキシン類（排出ガス）
	２(１)

	合　　　　　　　計
	14(４)


　　　　　　　　　　 (　)内は泉州農と緑の総合事務所実施分で内数

（5）NOx大規模排出事業所測定
　　大気汚染防止法に基づく窒素酸化物（NOx）規制基準遵守状況の確認のため、NOxの大規模排出事業所のうち、２事業所について、NOxの連続測定を行った。

 〔委　託〕窒素酸化物排出施設測定業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	221
	221

	
	決算額
	0
	0
	0
	346
	346

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	346
	346

	
	決算額
	0
	0
	0
	160
	160

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	346
	346

	
	決算額
	0
	0
	0
	151
	151


２　石綿（アスベスト）対策

（1）特定粉じん排出等作業、石綿排出等作業の届出の状況

建築物等の解体時等における石綿（アスベスト）の飛散を防止するため、大気汚染防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出について、その内容を審査し、飛散防止対策の指導を行った。

（法・条例別届出件数）

	区　　　　　　分
	件　　　　数

	大気汚染防止法に基づく特定粉じん排出等作業実施届出
	70

	大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく石綿排出等作業実施届出
	10

	大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく石綿濃度測定計画届出
	34


（2）立入検査及び敷地境界濃度測定の状況（指導、行政処分を含む。）

届出のあった建築物等の解体現場等において、アスベストの飛散防止対策が適切に行なわれているかを検査するとともに、必要に応じて敷地境界における石綿濃度を測定し、これらの結果に基づいて、所要の指導を行った。

また、建設リサイクル法の届出のあった解体現場において、アスベスト使用の有無に係る事前調査について検査し、検査結果に基づいて、所要の指導を行った。

さらに、６月、12月をアスベスト飛散防止推進月間と定め、大気汚染防止法等に基づく規制権限を有する市町村と合同で一斉パトロールを行った。

　

　　　　（立入検査等の件数）

	区　　　　分
	件　　数

	立入検査
	379

	
	うち敷地境界での石綿濃度測定
	23

	
	うち合同一斉のパトロール箇所数
	20


（3）大阪府アスベスト対策推進会議の運営

　　  大阪府におけるアスベスト対策を総合的に推進することを目的として設置した「アスベスト対策推進会議」において、石綿飛散防止対策に関する情報の共有を行った。

３　悪臭防止法の施行に関する事務

悪臭防止法の適正かつ円滑な施行が行われるよう、規制事務を担当する市町村に対し、悪臭の測定方法、悪臭防止技術等に関し、助言等技術支援を行うとともに、市町村の悪臭規制担当職員を対象に研修会を開催し、受講者のグループ討議を通じて悪臭苦情への対応方法の習得を図るなど、市町村への支援を行った。
○市町村悪臭担当職員研修会
	年度
	開催期日
	参加者数

	２７
	11月６日（金）
	40名

	２８
	10月21日（金）
	47名

	２９
	９月15日（金）
	39名


４　事業所における公害防止組織の整備

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づき、公害防止管理者等の選任、解任等の届出を受理した。

	
	件数

	公害防止管理者等の選任、解任等の届出
	26


水質指導グループ

平成22年度から泉州地域の事業所指導は泉州農と緑の総合事務所で実施している。

※立入検査等の状況（１(２)立入検査及び行政測定等の実施状況、１(３)ゴルフ場農薬等水質監視）以外は、泉州農と緑の総合事務所分（泉州地域）を除いて記載。

１　水質汚濁防止に関する事業所指導

（1）特定施設(届出施設)の設置・変更等の許可及び届出の状況

ア　許可申請の審査

　　　　瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の設置及び構造等の変更の許可申請について、事前審査、関係府県及び市町村に意見を求めるための告示、通知と申請書類の縦覧等の手続きを経て審査し、許可を行うとともに汚水処理の方法等について所要の指導を行った。

　　　　また、特定施設の設置及び構造等の変更の許可申請に際しての他府県市からの意見照会への回答を行った。

　

（特定施設の許可状況）　　　　　　　　　　　　（件）

	種　　別
	件　　数

	設置許可（第５条）
	８

	構造変更許可（第８条）
	10

	合　　計
	18


(特定施設の許可に係る告示、通知の状況)　　　　　　　 　　　　　　（件）

	種　　　別
	告示件数
	通知件数
	縦覧件数

	設置許可　（第５条）
	８
	８
	８

	構造変更許可（第８条）
	１
	１
	１


(特定施設の許可に係る他府県市からの意見照会に対する回答状況)　　  （件）

	　関係府県市名
	種　　　　　　別

	
	設置許可（第５条）
	構造変更許可（第８条）

	京都府
	４
	１

	兵庫県
	０
	０

	奈良県
	０
	０

	和歌山県
	１
	１

	京都市
	０
	０

	大阪市
	０
	０

	神戸市
	０
	１

	堺　市
	０
	０

	高槻市
	０
	０

	奈良市
	０
	０

	姫路市
	０
	０

	和歌山市
	０
	０

	尼崎市
	１
	０

	合　　計
	６
	３


イ　届出の審査

　　　　水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく特定（届出）施設に係る届出について、内容を審査し、汚水処理の方法等について所要の指導を行った。

（水質汚濁防止法、大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく届出件数）

	水質汚濁防止法
	大阪府生活環境の保全等に関する条例

	設　　置　（第５条）
	28
	設　　置　（第52条）
	１

	使　　用　（第６条）
	2
	使　　用　（第53条）
	０

	汚染状態　（第６条第３項）
	0
	構造変更　（第54条）
	４

	構造変更　（第７条）
	34
	氏名変更　（第57条）
	４

	氏名変更　（第10条）
	28
	廃　　止　（第57条）
	１

	廃　　止　（第10条）
	32
	承　　継　（第58条）
	１

	承　　継　（第11条）
	3
	事　　故　（第64条）
	１

	測定手法　（第14条第３項）
	3
	
	

	事　　故　（第14条の２）
	2
	
	

	合　　　計
	132
	合　　　計
	12


（瀬戸内海環境保全特別措置法及びダイオキシン類対策特別措置法（水質基準対象施設）に基づく届出件数）

	瀬戸内海環境保全特別措置法
	ダイオキシン類対策特別措置法

	使　　　　　用　（第７条）
	０
	設　　置　（第12条）
	１

	軽 微 な 変 更　（第８条第４項）
	１
	使　　用　（第13条）
	０

	汚染状態の変更　（第９条）
	０
	構造変更　（第14条）
	０

	氏名変更　（第９条）
	７
	氏名変更　（第18条）
	０

	廃　　　　　止　（第９条）
	12
	廃　　止　（第18条）
	０

	承　　　　　継　（第10条）
	０
	
	

	合　　　計
	20
	合　　　計
	１


（2）立入検査及び行政測定等の実施状況

ア　濃度規制等

特定（届出）施設の設置及び使用の状況、汚水の処理状況及び排出水の排出状況を確認するとともに、特定施設の設置、更新、移設、構造等の変更、汚水処理の方法等の変更等の許可申請及び届出を審査するため、水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、立入検査を行うともに、必要に応じて、排出水の行政測定を実施し、これらの結果に基づき、所要の改善指導等を行った。

また、地下水汚染の未然防止を目的とした水質汚濁防止法の改正（平成24年６月１日施行）に伴い、新たに追加された構造基準の遵守・定期点検実施義務について、規制の対象となる事業所に対して立入検査を実施、し必要な指導を行うとともに、新たに届出が必要となる事業所に対し、届出指導等を行った。

 〔委　託〕工場排水等分析業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	3,876
	3,876

	
	決算額
	0
	0
	0
	3,859
	3,859

	２８
	予　算　額
	0
	0
	0
	3,823
	3,823

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	3,519
	3,519

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	4,504
	4,504

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	3,859
	3,859


 （立入検査等の状況）

	水　　　域
	立入検査をした工場等の数
	左のうち行政測定をした工場等の数
	行政指導
	改善

命令

	
	
	
	文書

要請
	文書

指導
	呼出

指導
	改善

勧告
	

	淀　　川
	41
	16
	０
	２
	０
	０
	０

	神崎川
	上流
	３
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	
	下流
	32
	７
	０
	０
	１
	０
	０

	寝　屋　川
	122
	47
	０
	３
	２
	０
	０

	大和川
	上流
	100
	42
	０
	１
	２
	０
	０

	
	下流
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	泉州
	上流
	３
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	
	一般
	147
	72
	０
	４
	０
	０
	０

	
	臨海造成
	29
	17
	０
	１
	０
	０
	０

	地下水汚染未然防止
	97
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	合　　　　計
	574
	201
	０
	11
	５
	０
	０


イ　総量規制

平均排水量50㎥／日以上の指定地域内事業場に対し、自動採水器による連続採水検査等を実施し、これらの結果に基づき、総量規制基準の遵守及び計測機器の管理等について、所要の指導を行った。

　　〔委　託〕COD、窒素、りん検体分析業務　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（千円）
	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	817
	817

	
	決算額
	0
	0
	0
	817
	817

	２８
	予　算　額
	0
	0
	0
	757
	757

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	757
	757

	２９
	予　算　額
	0
	0
	0
	572
	572

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	572
	572


（立入検査等の状況） 

	水　　　域
	採水工場数

（　)内は検体数
	改善指導した事業場の数

	
	
	自動計測器・換算式
	総量規制基準

	淀　　川
	１(１)
	１
	０

	神崎川
	上流
	０(０)
	０
	０

	
	下流
	０(０)
	０
	０

	寝　屋　川
	１(１)
	０
	０

	大和川
	上流
	１(１)
	０
	０

	
	下流
	０(０)
	０
	０

	泉州
	上流
	０(０)
	０
	０

	
	一般
	６(６)
	２
	０

	
	臨海造成
	２(２)
	１
	０

	合　　　　計
	11(11)
	４
	０


根拠法令：水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法

（3） ゴルフ場農薬等水質監視

「大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱」（平成２年７月１日制定）に基づきゴルフ場自ら水質検査を実施するよう指導した。　

また、ゴルフ場で散布された農薬等の流出を監視するため、ゴルフ場20箇所（うち泉州は１箇所）の排水口等において水質検査を実施した。

　　

　根拠法令等：大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱（平成２年７月１日）

２　異常水質発生時の対応

府内の公共用水域における異常水質の発生にあたっては、「淀川異常水質時通報連絡要領」、「神崎川異常水質時通報連絡要領」、「大和川水環境協議会・水質異常対策実施要領」等に基づき、国、市町村等関係機関と協力して、原因究明、原因者への指導、被害の拡大防止等について必要な措置を講じた。

ア　発生件数

	内　訳
	油の

流出
	魚の

へい死
	着色・

汚濁
	その他
	合　計

	異常水質件数
	28
	９
	11
	０
	48


　

イ　立入等調査状況

　異常水質処理のため、工場等への立入調査・指導、現地調査及び通報者等への説明などを行った。

	区　分
	現地調査
	工場等立入調査・指導
	測定、採水検査

	　対応件数
	３
	３
	０


根拠法令：水質汚濁防止法

　　　　　　　　大阪府生活環境の保全等に関する条例

３　生活排水対策の推進

　　生活排水対策の総合的な推進を目的として設置した「大阪府生活排水対策推進会議」を運営し、以下の取組みを行った。

・生活排水の処理状況等の把握を行い、「大阪府域の生活排水処理計画のとりまとめ」を作成

　　・大和川について、「大和川水質改善検討チーム」が中心となって、流域市町村との意見交換や、今井戸川流域におけるイベント等への参加、街頭啓発等を実施

　　・「大阪府生活排水対策推進月間」（２月）を中心に、イベント等への参加や、駅前街頭啓発、パネル展示、街頭の電光掲示板、生協機関紙等の各種媒体を活用した啓発を実施

　　

４　各種協議会等への参画

　　主要河川である淀川、大和川、神崎川等の水質汚濁を防止するため、流域関係機関で構成する各種協議会に参画した。

　　　・淀川水質汚濁防止連絡協議会　　 (負担金　５千円)

　　　・大和川水環境協議会　　　　　　 (負担金　205千円)

　　　・神崎川水質汚濁対策連絡協議会　 (負担金なし)

　　　・寝屋川流域協議会　　　　　　　 (負担金なし)

（千円）

	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	0
	210
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	210
	210

	２８
	予算額
	0
	0
	0
	210
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	210
	210

	２９
	予算額
	0
	0
	0
	210
	210

	
	決算額
	0
	0
	0
	210
	210


５　事業所における公害防止組織の整備

　　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律に基づき、公害防止管理者等の選任、解任等の届出の受理を行っている。

	
	件数

	公害防止管理者等の選任、解任等の届出
	０
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